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●JR高松駅より、車で約25分（約9km）
定期路線バスで約30分

●高松中央インターチェンジより、車で約
2分（約1km）

●高松空港より、車で約25分（約12km）

交通アクセス

産業技術総合研究所四国センター

利便性向上施設
（駐車場）

香川大学工学部

県立図書館・文書館

サンメッセ香川

（公財）かがわ産業支援財団
（総務部、企業振興部）
香川産業頭脳化センタービル１階・２階

（公財）かがわ産業支援財団
（地域共同研究部）
RISTかがわ

サンシャイン通り

（公財）かがわ産業支援財団
（技術振興部）
FROM香川

（公財）かがわ産業支援財団
（総務部）
ネクスト香川

支援施策
ガイドブック

かがわ産業支援財団

平成23年度版

新事業創出
等支援事業

助成事業

融資事業

販路開拓
事　　業

国際取引
支援事業

研究開発
事　　業

施設利用

人材育成
事　　業

顕彰事業

その他
の事業

ファンド
事　業

がんばる企業の

　未来をささえます！

総務部

総務課
〒761-0301 香川県高松市林町2217-15
香川産業頭脳化センタービル 2F
TEL 087-840-0348　FAX 087-869-3710

施設管理課
〒761-0301 香川県高松市林町2217-15
香川産業頭脳化センタービル 1F
TEL 087-869-3700　FAX 087-869-3703

企画情報課
〒761-0301 香川県高松市林町2217-15
香川産業頭脳化センタービル 2F
TEL 087-868-9901　FAX 087-869-3710

ファンド事業推進課
〒761-0301 香川県高松市林町2217-15
香川産業頭脳化センタービル 2F
TEL 087-868-9903　FAX 087-869-3710

企業振興部

新事業サポートセンター
〒761-0301 香川県高松市林町2217-15
香川産業頭脳化センタービル 2F
TEL 087-840-0391　FAX 087-869-3710

資金助成・取引振興課
〒761-0301 香川県高松市林町2217-15
香川産業頭脳化センタービル 2F
TEL 087-868-9904　FAX 087-869-3710

技術振興部

産学官連携推進課
〒761-0301 香川県高松市林町2217-16
FROM香川 1F
TEL 087-840-0338　FAX 087-864-6303

地域共同研究部

〒761-0301 香川県高松市林町2217-43
RISTかがわ1F
TEL 087-869-3440　FAX 087-869-3441

香川産業頭脳化センタービル 

〒761-0301 香川県高松市林町2217-15
TEL 087-869-3700　FAX 087-869-3703

ITスクエア 

〒761-0301 香川県高松市林町2217-15
香川産業頭脳化センタービル 2F
TEL 087-869-3700　FAX 087-869-3703

ネクスト香川 

〒761-0301 香川県高松市林町2217-44
TEL 087-864-5311　FAX 087-864-5331

FROM香川 

〒761-0301 香川県高松市林町2217-16
TEL 087-840-0338　FAX 087-864-6303

RISTかがわ 

〒761-0301 香川県高松市林町2217-43
TEL 087-869-3440　FAX 087-869-3441
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かがわ産業支援財団の支援事業メニュー ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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①新事業創出等支援事業 
相談指導事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
専門家派遣事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
簡易経営診断（ビジネスクリニック）事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
新規創業融資計画作成支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
下請企業振興対策事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

②助成事業 
新分野等チャレンジ支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
先端的技術シーズ実用化支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
地域企業研究開発小規模助成事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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特定地場産業活性化ブランド確立支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
経営革新支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
創業ベンチャー・地域密着型ビジネス支援事業（創業ベンチャー・コミュニティビジネス） ・・・・・・・・・・・・・・ 
創業ベンチャー・地域密着型ビジネス支援事業（商店街活性化） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
農商工連携事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
学術研究支援事業（学会助成） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
商品化技術テーマ調査事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

③融資事業 
債務保証・利子補給事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
設備資金貸付事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

④販路開拓事業 
緊急的受注開拓促進事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
かがわものづくり新技術展示商談会開催事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
地域企業国内販路開拓支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
（県外見本市出展支援事業・国内食品見本市出展事業・食品商談会開催事業・営業力強化支援事業） 

⑤国際取引支援事業 
地域企業海外販路開拓支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

⑥研究開発事業 
地域共同研究開発事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

⑦施設利用 
インキュベート施設入居支援事業・会議室等管理運営事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
ＥＭＣ総合試験施設（ネクスト香川） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
研究用共同機器（ＦＲＯＭ香川） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

⑧人材育成事業 
ものづくり産業スキルアップ助成事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
ものづくり産業生産性向上支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
高度技術人材育成事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
新入社員研修 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
中小企業後継者育成事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
職業能力育成支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

⑨顕彰事業 
芦原科学賞 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
かがわ型新ビジネスモデル奨励事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

⑩その他の事業 
先端技術成果実用化支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
かがわ産業振興クラブ運営事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
異業種交流等支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
地域技術事業化推進事業（次世代自動車関連研究開発支援事業） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

ファンド事業について 
かがわ中小企業応援ファンド事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
かがわ農商工連携ファンド事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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先端技術成果実用化支援事業 P.35 産学官連携推進課 

相談指導事業 P.4

専門家派遣事業 P.4

簡易経営診断（ビジネスクリニック）事業 P.5

新規創業融資計画作成支援事業 P.5

下請企業振興対策事業 P.6

経営革新支援事業 P.13

創業ベンチャー・地域密着型ビジネス支援事業
（創業ベンチャー・コミュニティビジネス） P.14
創業ベンチャー・地域密着型ビジネス支援
事業（商店街活性化） P.15

設備資金貸付事業 P.19

緊急的受注開拓促進事業 P.20

かがわものづくり新技術展示商談会開催事
業 P.20
地域企業国内販路開拓支援事業（県外見
本市出展支援事業・国内食品見本市出展
事業・食品商談会開催事業・営業力強化支
援事業） P.21

地域企業海外販路開拓支援事業 P.22

新分野等チャレンジ支援事業 P.7

先端的技術シーズ実用化支援事業 P.8

食品産業総合支援事業 P.10

ものづくり基盤技術産業総合支援事業 P.11

学術研究支援事業（学会助成） P.17

商品化技術テーマ調査事業 P.17

債務保証・利子補給事業 P.18

地域共同研究開発事業 P.23

芦原科学賞 P.34

地域技術事業化推進事業（次世代自動車
関連研究開発支援事業） P.37 

ファンド事業 

ファンド事業 

ファンド事業 

ファンド事業 

ファンド事業 

ファンド事業 

ファンド事業 

ファンド事業 

ファンド事業 

ファンド事業 

ファンド事業 

ファンド事業 

ファンド事業 

ファンド事業 

ファンド事業 

ファンド事業 

ファンド事業 

特定地場産業活性化ブランド確立支援事
業 P.12

農商工連携事業 P.16

インキュベート施設入居支援事業・会議室
等管理運営事業 P.24

EMC総合試験施設（ネクスト香川） P.26

研究用共同機器（FROM香川） P.27

ものづくり産業スキルアップ助成事業 P.28

高度技術人材育成事業 P.30

ものづくり産業生産性向上支援事業 P.29

新入社員研修 P.33

中小企業後継者育成事業 P.33

職業能力育成支援事業 P.33

かがわ産業振興クラブ運営事業 P.35

かがわ型新ビジネスモデル奨励事業 P.34

異業種交流等支援事業 P.36

　かがわ産業支援財団の支援事業メニュー 

区　　分 

①新事業創出
　等支援 

②助成 

③融資 

④販路開拓 

⑤国際取引支援 

⑥研究開発 

⑦施設利用 

⑧人材育成 

⑩その他 

⑨顕彰 

総務部 企業振興部 技術振興部・地域共同研究部 

1

新事業サポートセンター 

新事業サポートセンター 

新事業サポートセンター 

新事業サポートセンター 

資金助成・取引振興課 

研究開発課 

産学官連携推進課 

産学官連携推進課 

ファンド事業推進課 

ファンド事業推進課 

企画情報課 

新事業サポートセンター 

新事業サポートセンター 

新事業サポートセンター 

ファンド事業推進課 

産学官連携推進課 

産学官連携推進課 

産学官連携推進課 

資金助成・取引振興課 

資金助成・取引振興課 

資金助成・取引振興課 

資金助成・取引振興課 
新事業サポートセンター 

新事業サポートセンター 

研究管理課・研究開発課 

施設管理課 

施設管理課 

施設管理課 

ファンド事業推進課 ファンド事業 

ファンド事業推進課 

企画情報課・ファンド事業推進課 

企画情報課 

ファンド事業推進課 

ファンド事業推進課 

産学官連携推進課 
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　かがわ産業支援財団の組織体制 

総 務 部  

公益財団法人かがわ産業支援財団 

評議員会、理事会、予算・決算、庶務・経理、福
利厚生 

IT関連産業のためのインキュベート施設 

総 務 課  

研究開発に関する企画・管理、RISTかがわの
管理業務 

研 究 管 理 課  

地域共同研究開発事業、知的財産権の管理・
運営、新分野等チャレンジ支援事業 

研 究 開 発 課  

企業振興部  
新事業創出等支援事業、経営革新支援事業、
創業ベンチャー・地域密着型ビジネス支援事業、
国内販路開拓支援事業（国内食品見本市出
展事業、食品商談会開催事業、営業力強化支
援事業）、海外販路開拓支援事業 

新事業サポートセンター 

設備資金貸付事業、下請企業振興事業、国内
販路開拓支援事業（かがわものづくり新技術
展示商談会開催事業、緊急的受注開拓促進
事業、県外見本市出展支援事業） 

資 金 助 成・取 引 振 興 課  

技術振興部  

地 域 共 同  
研 究 部  

芦原科学賞、商品化技術テーマ調査事業、学
術研究支援事業（学会助成）、地域技術事業
化推進事業（次世代自動車関連研究開発支
援事業）、先端的技術シーズ実用化支援事業、
地域企業研究開発小規模助成事業 

産 学 官 連 携 推 進 課  

I T ス ク エ ア 

各種産業支援機関が入居する中核的施設、
インキュベート施設 

香川産業頭脳化センタービル 

香川産業頭脳化センタービル・ITスクエア・ネ
クスト香川・FROM香川の入居者管理、各施
設の管理事業 

製造業などの研究開発型企業や新規産業
創出のためのインキュベート施設、EMC総
合試験施設（県有施設） 

施 設 管 理 課  

ネ ク ス ト 香 川  

産業情報提供事業、IT研修・新入社員研修開
催事業、かがわ型新ビジネスモデル奨励事業、
特定地場産業活性化ブランド確立支援事業、
かがわ産業振興クラブ運営事業、異業種交流
等支援事業 

産学官の共同研究グループが行う先端技術
産業分野の研究開発のための中核施設（県
有施設） 

企 画 情 報 課  

かがわ中小企業応援ファンド事業、かがわ農
商工連携ファンド事業、農商工連携コーディネ
ート事業、中小企業後継者育成事業 

フ ァ ン ド 事 業 推 進 課  
F R O M 香 川  

（公財）かがわ産業支援財団 技術振興部 

（公財）かがわ産業支援財団 総務部 

サンシャイン通り 

サンメッセ香川 
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※参照…http : //www.kagawa-isf.jp/sien/soudan/

■窓口相談：平日９時～１７時（予約制）
中小企業診断士が、経営全般のご相談に応じます。

■相 談 会：第２・４木曜日 ９時～１６時（予約制）
専門分野の異なる複数の専門家（経営・ＩＴ、販路、知財、技術等）が多面的にアドバイスします。

相談指導事業

創業、新事業進出、中小企業者の経営革新などを積極的に支援するため、無料相談窓口
を設置し、中小企業支援の経験豊富な専門家による経営・技術に関する相談や情報提供
を行います。

対象者
創業予定者、中小企業者など（法人、団
体、個人、業種は問いません）

事業の内容
１．財団内に総合相談窓口を設置し、専門
家が創業、新事業進出、経営革新、経営
改善、ＩＴを活用した経営戦略策定や
情報システム構築などの様々な相談
案件について指導助言を行います。

費用
無 料

２．県内企業を巡回訪問し、業界動向や
企業ニーズ、事業化シーズなどの調
査及び相談指導を実施します。

専門家派遣事業

創業者や経営の向上を目指す中小企業者が抱える様々な課題（経営、技術、人材、情報
化等）に対して経験豊富な専門家を派遣し、企業の発展段階に応じて適切な診断・助言を
行うことにより、中小企業等の成長・発展をサポートします。

対象者
１．創業又は経営革新などを行い、経営の向上を目指す意欲ある中小企業者
２．経営革新など経営の向上に関する目的や目標が明確であること
３．専門家派遣により、支援の効果が期待できる状況であると判断されること

事業の内容
企業のニーズ・課題に対応したテーマについて、経営、技術、販売、財務、ＩＴなどの幅広い分
野の専門家を中小企業等の要請に応じて派遣し、企業の実態にマッチした支援計画のもとに適切
なアドバイスを継続して行います。

費 用
専門家派遣に要する経費（派遣専門家の謝金・旅費）の１／３相当額の負担が必要です。

随時受付中�

問い合わせ先 公益財団法人かがわ産業支援財団 企業振興部
TEL.087-840-0391 FAX.087-869-3710（新事業サポートセンター）

問い合わせ先 公益財団法人かがわ産業支援財団 企業振興部
TEL.087-840-0391 FAX.087-869-3710（新事業サポートセンター）
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簡易経営診断（ビジネスクリニック）事業

自社の経営を見つめなおし、更なる飛躍を目指すためには、経営者による経営状況（財務
状況や経営上の課題）の把握が不可欠です。専門家による簡易経営診断により企業の現
状把握等を支援します。

対象者
県内に事業所を有する中小企業者など

事業の内容
専門家が簡易経営診断を実施し、経営者に財務状況分析結果をわかりやすく解説するとともに今
後の経営方針、財務分析のポイント等について助言します。
第一日目……当財団の専門家が企業訪問し、現地調査します。（直近３期分の財務諸表を準備し

てください。）
第二日目……当財団の専門家が簡易経営診断を行い、経営全般への助言を行います。

費 用
無 料

新規創業融資計画作成支援事業

香川県中小企業振興融資制度の「新規創業融資（開業プランサポートタイプ）」申込者に
対する新規創業計画の作成支援等を行います。

対象者
香川県中小企業振興融資制度のうち「新規創業融資（開業プランサポートタイプ）」の融資申込者

事業の内容
香川県から委託を受け、「新規創業融資（開業プランサポートタイプ）」にかかる融資申込者に対
し、新規創業計画の作成を専門相談員が支援します。
なお、融資がスムーズに実行されるよう、作成支援の申し込み内容、支援状況等を当財団から借
入希望金融機関及び香川県信用保証協会に対して情報提供することがあります。
※当財団は新規創業計画の作成を支援するものであり、融資の実行を保障するものではありません。

※計画内容については金融機関及び香川県信用保証協会が審査を行い、融資の可否は取扱金融機関が決定します。

費 用
無 料

問い合わせ先 公益財団法人かがわ産業支援財団 企業振興部
TEL.087-840-0391 FAX.087-869-3710（新事業サポートセンター）

問い合わせ先 公益財団法人かがわ産業支援財団 企業振興部
TEL.087-840-0391 FAX.087-869-3710（新事業サポートセンター）
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下請企業振興対策事業

下請中小企業者の振興と安定を図るために、下請取引の紹介・あっせん、下請取引情報
の収集や提供、経営や技術の相談、各種情報の提供、下請取引に関する苦情や紛争の相
談・あっせんと調停を行います。

下請取引あっせん事業
受発注取引を希望する登録企業への取引先の紹介・あっせんを行います。
下請取引の紹介・あっせんを円滑に行うため、受注希望企業と発注希望企業は財団に登録してい
ただきます。取引条件等の適合する企業相互の取引のあっせんを行います。登録やあっせんにか
かる費用は無料です。
また、財団法人全国中小企業取引振興協会の行うインターネットを用いた取引あっせんシステム
（ビジネス・マッチング・ステーション＝ＢＭＳ）により、利用者自ら、直接取引あっせん等の
申込みを行うこともできます。利用料や登録料は無料です。
【http : //biz-match-station.zenkyo.or.jp／へアクセス】

取引情報収集提供事業
受発注情報や企業情報等の収集や提供を行います。

共同受注推進会議等開催事業
共同受注グループの育成や共同受注体制の推進や強化、経営基盤向上のための講習会等を行いま
す。

広域商談会開催事業
下請中小企業の広域的な取引拡大を支援するため、商談会を行います。

下請取引に関する苦情・紛争の相談・あっせんと調停
財団法人全国中小企業取引振興協会「下請かけこみ寺」の地域の拠点として、下請取引に関する
様々な苦情や紛争についての相談窓口として、親身になって取引問題に対応します。

問い合わせ先 公益財団法人かがわ産業支援財団 企業振興部
TEL.087-868-9904 FAX.087-869-3710（資金助成・取引振興課）



新分野等チャレンジ支援事業

県内中小企業者等の取り組む新分野進出のための商品・研究開発や、市場性を見極める
ための試作品作成、付加価値の高い新製品開発のための実証試験、新事業の可能性評
価等を支援することにより、新分野等へのチャレンジを応援します。

対象者
県内の中小企業者又は中小企業団体

対象事業
� 新分野進出のための商品・技術の開発
� 市場性を見極めるための試作品作成
� 付加価値の高い新製品開発のための実証試験
� 新事業の可能性評価
� 技術課題の解決

対象経費
【経費区分】
・研究開発費
原材料費、機械装置・工具器具費、産業財産権取得費、委託費
・販路開拓費
広告宣伝費、国内見本市出展費、委託費
・謝 金
技術指導謝金、専門家謝金
・旅 費
専門家旅費、職員旅費

※委託費は、助成対象経費の５０％未満とする。

助成率と助成額
助 成 率：４／５以内
助 成 額：５０万円以上１００万円以下

助成事業の期間
交付決定日から平成２４年３月３１日まで。（１年以内）

問い合わせ先 公益財団法人かがわ産業支援財団 地域共同研究部
TEL.087-869-3440 FAX.087-869-3441（研究開発課）



２
助
成
事
業

８

区 分 助成率 事業期間 助成金の額 各年度の助成金額の上限

助成対象者①
に該当する者

２／３以内※１
１年以内 １００万円以上 １，０００万円以内

２年以内 ２００万円以上 １，５００万円以内 １，０００万円以内

助成対象者②
に該当する者 １／２以内※２

１年以内 １００万円以上 ５００万円以内

２年以内 ２００万円以上 １，０００万円以内 ５００万円以内

備 考
大学、公設試験研究機関等と委託研究契約、共同研究契約を締結して研究開発を実
施する場合、大学、公設試験研究機関等への委託費の助成率は以下のとおりとする。
（※１）助成対象者①に該当する場合１０／１０以内、（※２）助成対象者②に該当する場合３／４以内

先端的技術シーズ実用化支援事業

先端的技術分野の新技術シーズや大学、公設試験研究機関等の研究開発の成果や技術
シーズを活用した製品の実用化のための研究開発に取り組む県内企業を支援すること
により、新事業・新産業の創出を応援します。

対象者
① 県内に工場、研究所又はこれに準じる設備を有する中小企業者、中小企業団体
② 県内に工場や研究所を有する①以外の企業（ただし、助成内容が①に規定する中小企業者等
との共同研究である等、当該中小企業者等の支援になるものであって、（公財）かがわ産業支
援財団が特に必要と認めるものに限る。）

対象事業
大学、公設試験研究機関等の研究開発成果や技術シーズを生かした新製品の創出や実用化を目的
とした研究開発、試作品開発などのプロジェクトで新たな事業の展開につながり、県内産業の振
興に寄与するもの。

対象経費
【経費区分】
・研究開発費……原材料費、機械装置・工具器具費、産業財産権取得費、

委託費（助成対象経費の５０％未満とする）
・謝 金……技術指導謝金、専門家謝金
・旅 費（５０万円を限度、国内旅費に限る）……専門家旅費、職員旅費
・事 務 雑 費（５０万円を限度）……会議費、資料購入費、資料作成費、通信運搬費、印刷製本費、

調査研究費、消耗品費、雑役務費、借料または損料

助成率と助成額

助成事業の期間
当初の交付決定日から平成２５年３月３１日まで。（最長２年）

問い合わせ先 公益財団法人かがわ産業支援財団 技術振興部
TEL.087-840-0338 FAX.087-864-6303（産学官連携推進課）
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地域企業研究開発小規模助成事業（独創的・産業財産権活用型研究枠、地域資源活用枠）

研究開発などに必要な経費を助成することにより、各事業者がよりスムーズに事業を実
施できるよう支援します。

対象者
県内の中小企業者又は中小企業団体

対象事業（枠）
①独創的・産業財産権活用型研究枠
独創的な研究開発や、特許権、実用新案権、意匠権を活用した実用化等を助成し、付加価値
の高い新製品の開発を支援

②地域資源活用枠
県が基本構想で指定した、うどん、オリーブ、手袋、漆器など本県の強みである１４５品目の
地域資源を活用した新製品づくり等を支援

対象経費
①独創的・産業財産権活用型研究枠
独創的な研究開発による新製品開発又は産業財産権活用型研究開発に係る経費

②地域資源活用枠
本県の地域資源を活用した新製品の開発で、開発後の商品化が見込まれるもの又は本県地域資
源を利用した既存製品の改良（既に販売されている製品（改良前に本県地域資源を利用してい
ないものを含む。）の本県地域資源を利用した高品質化又は高性能化等の改良で、開発後に売
上げの増加が見込まれるもの（ただし、パッケージデザインの変更など技術開発の要素を含ま
ないものは除く。））に係る経費

【経費区分】
・研究開発費
原材料費、機械装置・工具器具費、構築物費、産業財産権取得費、委託費（助成対象経費の
５０％未満とする）

・謝 金
技術指導謝金、専門家謝金

・旅 費（５０万円を限度、国内旅費に限る）
専門家旅費、職員旅費

助成率と助成額
助 成 率：２／３以内
助 成 額：１００万円以上５００万円以下

助成事業の期間
当初の交付決定日から平成２５年３月３１日まで。（最長２年）

問い合わせ先 公益財団法人かがわ産業支援財団 技術振興部
TEL.087-840-0338 FAX.087-864-6303（産学官連携推進課）
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食品産業総合支援事業

県内食品産業の各企業が取り組む、社会環境の変化等に対応した新商品開発などに必
要な経費を助成するとともに、支援チームを設置し研究開発や販路開拓などに関して助
言を行うなど、総合的な支援を行うことで、県内食品産業を牽引する企業を育てます。

対象者
県内の中小企業者（みなし大企業を含む）で、日本標準産業分類中分類の食料品製造業、飲料・
たばこ・飼料製造業の業種に属する事業を行っているもの。（ただし、小分類の製氷業、たばこ
製造業、飼料・有機質肥料製造業は除く。）

対象事業
次に掲げる分野等に対応した新商品開発などに要する経費を助成することにより、創意工夫ある
新事業展開を総合的に支援します。
・次世代有望３分野（健康関連分野、高齢化・食の簡便化分野、地域産品分野）等、今後の消
費者志向等に対応した商品づくり

対象経費
【経費区分】
・研究開発費
原材料費、機械装置・工具器具費、産業財産権取得費、委託費
・販路開拓費
広告宣伝費、国内見本市出展費、委託費
・人材育成費
研修受講料、研修旅費、資料・材料費、会場借上料
・経営改善費
研修受講料、研修旅費、委託費、資料・材料費、会場借上料
・謝 金
技術指導謝金、専門家謝金
・旅 費（５０万円を限度、国内旅費に限る）
専門家旅費、職員旅費
・事 務 雑 費（５０万円を限度）
会議費、資料購入費、通信運搬費等
※研究開発費、販路開拓費の活用は必須。
※委託費は、各年度助成対象経費の５０％未満。
※人材育成費、経営改善費は合わせて各年度助成対象経費の２０％以内。

助成率と助成額
助 成 率：４／５以内 助 成 額：１００万円以上５００万円以下（各年度）

助成事業の期間
当初の交付決定日から平成２６年３月３１日まで。（最長３年）

問い合わせ先 公益財団法人かがわ産業支援財団 総務部
TEL.087-868-9903 FAX.087-869-3710（ファンド事業推進課）
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ものづくり基盤技術産業総合支援事業

ものづくり基盤技術産業の各企業が取り組む社会環境の変化等に対応した新商品開発
などに必要な経費を助成するとともに、支援チームを設置し研究開発や販路開拓などに
関して助言を行うなど、総合的な支援を行うことで、県内ものづくり基盤技術産業を牽引
する企業を育てます。

対象者
県内の中小企業者（みなし大企業を含む）で、日本標準産業分類中分類の金属製品製造業、はん
用機械器具製造業、生産用機械器具製造業、業務用機械器具製造業、電子部品・デバイス・電子
回路製造業、電気機械器具製造業、情報通信機械器具製造業、輸送用機械器具製造業の業種に属
する事業を行っているもの。

対象事業
① 次世代有望３分野（エネルギー、ロボット、航空・宇宙）への進出に対応した次のいずれか
の事業展開を支援
・新製品開発及び販路開拓
・自社技術の高度化及び受注・販路開拓
② 大手企業からの自立化を目指すための新たな自社製品開発に対応した事業展開

対象経費
【経費区分】
・研究開発費
原材料費、機械装置・工具器具費、産業財産権取得費、委託費
・販路開拓費
広告宣伝費、国内見本市出展費、委託費
・人材育成費
研修受講料、研修旅費、資料・材料費、会場借上料
・経営改善費
研修受講料、研修旅費、委託費、資料・材料費、会場借上料
・謝 金
技術指導謝金、専門家謝金
・旅 費（５０万円を限度、国内旅費に限る）
専門家旅費、職員旅費
・事 務 雑 費（５０万円を限度）
会議費、資料購入費、通信運搬費等
※研究開発費、販路開拓費の活用は必須。
※委託費は、各年度助成対象経費の５０％未満。
※人材育成費、経営改善費は合わせて各年度助成対象経費の２０％以内。

助成率と助成額
助 成 率：４／５以内 助 成 額：１００万円以上７００万円以下（各年度）

助成事業の期間
当初の交付決定日から平成２６年３月３１日まで。（最長３年）

問い合わせ先 公益財団法人かがわ産業支援財団 総務部
TEL.087-868-9903 FAX.087-869-3710（ファンド事業推進課）
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特定地場産業活性化ブランド確立支援事業

特定地場産業の活性化を図るために、県内の特定地場産業の組合等又は特定地場産業
を形成する単独企業等が、デザイン開発等により地場産品等のブランドを確立する事業
に要する経費の一部を助成します。

対象者
県内の特定地場産業（香川県が選定した県内２９業種の地場産業）の組合等（組合、団体及び中小
企業者のグループ等であって財団が定めるもの）又は特定地場産業を形成する単独企業等

対象事業
地場産品等のブランドを確立するための市場調査、実施計画の策定、デザイン開発、製品の情報
発信及びそれらに付随する事業

対象経費
・ブランド確立事業費
委託費、外注加工費、会議費、会場借料、会場整備費、調査研究費、原材料費、試作品開発費、
印刷製本費、資料購入費、資料作成費、原稿料、通訳料、翻訳料、ビデオ制作費、ホームペー
ジ制作費、広告宣伝費、通信運搬費、保険料、産業財産権取得費

※委託費はブランド確立事業の一部を委託する経費で、外注加工費と合わせた額は、対象経費の５０％未満とする。

・謝金
委員謝金、専門家謝金、講師謝金
・旅費（５０万円を限度）
委員旅費、専門家旅費、講師旅費、職員旅費
・事務雑費（２０万円を限度）
消耗品費、雑役務費

助成率と助成額
助 成 率：２／３以内
助 成 額：５０万円以上５００万円以下

助成事業の期間
当初の交付決定日から平成２５年３月３１日まで。（最長２年）

問い合わせ先 公益財団法人かがわ産業支援財団 総務部
TEL.087-868-9901 FAX.087-869-3710（企画情報課）
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経営革新支援事業

新たな取組みにより経営革新を行おうとする事業者においては、事業に必要な資金の確
保が重要です。経営革新計画の実施に必要な研究開発や販路開拓などに係る経費を助
成することにより、各事業者がよりスムーズに事業を実施できるよう支援します。

対象者
知事の承認を受けた経営革新計画に従って経営革新のための事業を行う者

対象事業
経営革新計画（知事から承認を受けたもの）に沿った事業

対象経費
経営革新計画（知事から承認を受けたもの）の実施に必要な、新商品・新技術・新役務開発、販
路開拓、人材育成に係る経費
【経費区分】
・研究開発費
原材料費、機械装置・工具器具費、構築物費、産業財産権取得費、委託費
・販路開拓費
広告宣伝費、国内見本市出展費、委託費
・人材育成費
教材費、受講料、委託費
・謝 金
技術指導謝金、専門家謝金
・旅 費（３０万円を限度、国内旅費に限る）
専門家旅費、職員旅費
・事 務 雑 費（３０万円を限度）
会議費、資料購入費、通信運搬費等
※ 委託費については、助成対象経費の５０％未満とする

助成率と助成額
助 成 率：２／３以内
助 成 額：１００万円以上３００万円以下

助成事業の期間
交付決定日から平成２４年３月３１日まで。（１年以内）

問い合わせ先 公益財団法人かがわ産業支援財団 企業振興部
TEL.087-840-0391 FAX.087-869-3710（新事業サポートセンター）
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創業ベンチャー・地域密着型ビジネス支援事業（創業ベンチャー・コミュニティビジネス）

新規事業者や創業後間もない企業等が、独創性がある事業やコミュニティビジネスなど
地域に密着したビジネスを行おうとする場合に、必要な経費を助成することにより、各事
業者がよりスムーズに事業を実施できるよう支援します。

対象者
創業しようとする者（平成２４年３月末までに県内に事業拠点を設置し、中小企業者として新たに
事業を開始する個人又は別会社設立により新たな事業を開始する企業）又は創業後間もない者（県
内に事業拠点を設置し、事業を開始してから５年以内の個人、中小企業者）

対象事業
・製品やサービスに新規性や独創性が認められる先駆的な事業
・コミュニティビジネスなどの地域に潜在する資源やニーズを掘り起こしてビジネス化する、地
域に密着した先駆的な事業

対象経費
【経費区分】

・研究開発費（プロトタイプ以前の軽微な技術研究、試作、検査、デザイン開発等のための経費）
原材料費、機械装置・工具器具費、産業財産権取得費、委託費（助成対象経費の５０％未満と
する）
・販路開拓費（研究開発により完成した製品又はサービスの販路開拓に要する経費）ポスター、
パンフレット等印刷費、翻訳料、国内見本市出展費

助成率と助成額
助 成 率：２／３以内
助 成 額：５０万円以上３００万円以下

助成事業の期間
交付決定日から平成２４年３月３１日まで。（１年以内）

問い合わせ先 公益財団法人かがわ産業支援財団 企業振興部
TEL.087-840-0391 FAX.087-869-3710（新事業サポートセンター）
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創業ベンチャー・地域密着型ビジネス支援事業（商店街活性化）

商店街の活性化や販売力強化に向けての新たな取組みに必要な初期段階の経費の一部
について助成することにより、地域の中小小売商業の振興を応援します。

対象者
商工会議所、商工会、商店街振興組合連合会、商店街振興組合、事業協同組合

対象事業
商店街の活性化や販売力強化に向けての新たな仕組みづくりや実験的な取組み
（例）・地域の特性を活かした新商品・新サービスの開発

・空き店舗活用など、商店街の賑わい・魅力向上による顧客誘引のための仕組みづくり
・具体的な事業化に向けての、地域住民等関係者の合意を形成するための取組み
・商店街の顧客ターゲットを明確にしたマーケティング調査

対象経費
外部専門家謝金・旅費、店舗賃借料、会議費、会場借料、会場整備費、印刷製本費、資料購入費、
通信運搬費、広告宣伝費、消耗品費、機器借上料、委託料（助成対象経費の５０％未満とする）、
雑役務費、その他必要と認める経費

助成率と助成額
助 成 率：９／１０以内
助 成 額：５０万円以上１００万円以下
（ただし、店舗賃借料については、「店舗賃借料／月×月数（助成対象期間）×１／３」の算式に
よって算出された金額の９／１０以内）

助成事業の期間
交付決定日から平成２４年３月３１日まで。（１年以内）

問い合わせ先 公益財団法人かがわ産業支援財団 企業振興部
TEL.087-840-0391 FAX.087-869-3710（新事業サポートセンター）
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農商工連携事業

財団では、平成２１年度に造成した「かがわ農商工連携ファンド」を活用し、中小企業者と農
林漁業者の連携体が行う新商品・新サービスの開発や販路開拓事業に対して支援を行
います。

対象者
中小企業者と農林漁業者の連携体
ただし、中小企業者は県内に本社又は事務所等が所在する者とし、農林漁業者は県内に生産拠点
のある者。（県外の事業者が、県外の中小企業者や農林漁業者と連携して事業を申請することも
できますが、県外の者は助成対象にはなりません。）

対象事業
中小企業者と農林漁業者の連携体が行う新商品及び新サービスの開発並びに販路開拓事業に対し
助成します。

対象経費
１）新商品及び新サービス開発費
原材料費、機械装置又は工具器具費、構築物費、産業財産権取得費、委託費

２）販路開拓費
広告宣伝費、国内見本市出展費、委託費

３）事務費等
謝金、旅費、会議費、資料購入費、資料作成費、通信運搬費、印刷製本費、調査研究費、消
耗品費、雑役務費、借料又は損料

助成率と助成額
助 成 率：２／３以内
助 成 額：５０万円以上５００万円以下

助成事業の期間
交付決定日から平成２５年３月３１日まで。
ただし、財団が必要と認めた場合には、当初の交付決定日から２年を超えない範囲で延長するこ
とができます。

平成２３年度の事業募集
募集期間：平成２３年４月２５日（月）～６月３日（金）
詳細は財団ホームページ等をご覧下さい。

問い合わせ先 公益財団法人かがわ産業支援財団 総務部
TEL.087-868-9903 FAX.087-869-3710（ファンド事業推進課）
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学術研究支援事業（学会助成）

香川県内の大学、工業高等専門学校および自然科学系の学術研究機関等における研究
者の育成を支援することにより、地域企業の技術の高度化に寄与します。

対象者
県内の自然科学系学部を有する大学、工業高等専門学校ならびに国の試験研究機関に事務局を置
く学術団体その他公的な自然科学系学術研究機関

対象事業
県内で開催する科学技術に関する国際学会等の開催

対象経費
講師の謝金・旅費、資料印刷費、会場借上費

助成額
３０万円以内（国際学会）〈助成率：１０／１０以内〉、２０万円以内（国内学会）〈助成率：１０／１０以内〉

募集時期
例年２月～３月頃

商品化技術テーマ調査事業

県内の企業等が、商品化のための技術テーマを学又は官と連携して調査・開発しようと
する場合に、その調査研究費等の助成を行うものです。

対象者
県内に事業所を有する企業、団体および住所を有する個人

対象事業
助成対象者が行う学または官との共同研究体制にある事業

対象経費
原材料費、構築物費、機械装置・工具器具費、外注加工費、研究委託費、調査委託費、産業財産
権取得費、技術指導受入費、調査旅費、販路開拓費

助成額及び事業期間
助 成 額：別に定める額以内
事業期間：１年程度

問い合わせ先 公益財団法人かがわ産業支援財団 技術振興部
TEL.087-840-0338 FAX.087-864-6303（産学官連携推進課）

問い合わせ先 公益財団法人かがわ産業支援財団 技術振興部
TEL.087-840-0338 FAX.087-864-6303（産学官連携推進課）




